
  

 

 

 

 

 

  ・被保険者の範囲は一部の労働者と限定的 

  ・大正 12年の関東大震災により実施は昭和２年に延期 

 

 

  ・組合方式で任意設立、任意加入 

 

  ・昭和 36年 4月 1日までに全市町村が国保を実 

   施することを法律で義務付け 

 

        

 

 

 

 

 ・老人一部負担金の導入（高齢者医療費無料制度の廃止） 

  

 

 

・高齢者を社会全体で支える仕組み 

・膨大な拠出金が健保財政を圧迫 

 

 

 

健康保険は国民とともに歩んで今年１００年を迎えました。 

1922年（大 11年）健康保険法制定 

2008年（平 20年）高齢者医療制度の導入 

1938年（昭 13年）国民健康保険法制定 

 

1973年（昭 48年）高齢者医療費無料化 

2000年（平 12年）介護保険法施行 

1983年（昭 58年）老人保健制度施行 

1961年（昭 36年）国民皆保険の実現 

 

健康保険は 歳 

1958年（昭 33年）国民健康保険法改正 

 

 

昭 16 年 太平洋戦争 

昭 20 年 終戦 

昭 22 年 第一次ベビーブーム 

昭 39 年 東京オリンピック 

昭 46 年 第二次ベビーブーム 

昭 45 年 高齢化率７％超 

昭 48 年 オイルショック 

平 2年 合計特殊出生率1.57 

平６年 高齢化率 14％超 

平７年 阪神・淡路大震災 

平 15 年 イラク戦争 

 

～誰もが安全安心な医療を受けられる国民皆保険制度を次の１００年へ～ 

 

・国民全員を公的医療保険で保障 

 

・70歳以上の医療費が無料に（自己負担なし）  

→ 高齢者の医療費が 1980 年までに４倍以上に 

 

 

令３年 高齢化率 28.9％ 

 

令３年 合計特殊出生率 1.30 

令３年 東京オリンピック・パラリンピック 

 

令２年 新型コロナウィルス感染症流行 

 

平 23 年 東日本大震災 

 

 

 

平 3年 湾岸戦争 

健保だより 
 

令和 4年 12月 10日号 
 

※ダイワボウ労働組合「組合新聞」第 1076号 

（令和４年 12月 10日発行）に掲載の 

「健保とあなた」と同じ内容です 


